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： 令和 3 年 月

： 令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　形　態　

～

策 定 日

事　業　形　態

計 画 期 間

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 名

団 体 名

小樽市公設水産地方卸売市場事業経営戦略（案）

小樽市

水産市場事業

非適 事 業 開 始 年 月 日 昭和53年4月1日

使 用 料 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平 成 9 年 4 月 1 日

職 員 数 3 市 場 種 別 区 分 地方卸売市場

― 次 回 再 整 備 予 定 年 度 ―

―

前 回 の 移 転
又 は 再 整 備 年 度

施 設 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

民 間 活 用 の 状 況

売 上 高 割 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

広 域 化 実 施 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

　電気保安管理や廃棄物処理、浄化槽や消防設備や貯水槽、管
理棟等の清掃業務を業者に委託

―

―

　小樽市公設水産地方卸売市場業務条例で定めており、卸売業者市場使用料は、卸売金額の1000
分の3 に相当する額。

　小樽市公設水産地方卸売市場業務条例で定めており、施設使用料については、卸売業者売場は
1㎡につき月額200円、検量施設は1基月額65,000円、卸売業者現場詰所などの屋内施設は1㎡につ
き月額200円、空地は1㎡につき月額52円(舗装地の場合は、66円)、工作物用地は1㎡につき月額
250円。
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（３） 現在の経営状況

年度

H２９

H３０

R元

年度

H２９

H３０

R元

２．将来の事業環境

（１）

有形固定資産減価償却率 　H２９

1,329

1,818

1,548

　R元

100.0%

47.9%

他 会 計 補 助 金 比 率 　H２９

収 益 的 収 支 比 率 　H２９

経 費 回 収 率 　H２９

年間取扱高
（t）

野菜

年間税込
売上高

（百万円）

野菜

企業債残高対料金収入比率 　H２９

取扱高（ｔ）の見通し

水産物

6,081

12,087

12,207

果実

果実 水産物

115.1%

23.1%

　H３０

　H３０

　H３０

　H３０

　H３０

6,081

12,087

12,207

1,329

1,818

1,548

100.0%

45.4%

19.8%

120.8%

13.3%

　本市場は、昭和53年4月の開設以来、安心・安全な水産物の流通拠点の産地市場として、安定した供給体制を確保するため、効
率的な運営を図ることが求められている。
　しかしながら、本市場を取り巻く環境は、水産資源の減少と漁獲規制、底引き網漁船の減船、少子高齢化による社会構造の変化
や消費者ニーズの多様化など、大きく変化している。
　こうした中、平成20年以降、本市場の年間取扱高は減少傾向にあり、収益的収支比率は 100％で推移しているものの、経費回収
率は100％を下回っており、他会計補助金比率が10～20％で推移していることから、他会計繰入金に依存した経営状況にある。

　取扱数量は、平成14 年度の67,434 トンをピークにそれ以降減少傾向で推移し、平成27 年度には6,066 トンまで落ち込み約9割
減少している。取扱金額は、平成3年度の8,471百万円をピークにそれ以降減少傾向で推移し、平成22年度に20億円を切り、その
後、多少の増減はあるものの横ばい状態が続いている。取扱高は大幅な回復が見込めないものの、数量は直近２年度では12,000
トン超と安定していることから、今後も同程度の取扱高を維持できるものと見込んでいる。

100.0%

52.4%

8.7%

118.0%

16.9%

　R元

　R元

　R元

　R元

15.9%

肉類・鳥類・卵類

肉類・鳥類・卵類

その他

その他 合計
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10,000

11,000
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年間取扱高の見通し（ t ）



（２）

（３）

〔公設水産地方卸売市場の平面図〕

（４）

使用料収入の見通し

組織の見通し

施設の見通し

　施設使用料収入は、令和１２年度までに、全ての遊休施設の活用を取り組んでいく必要がある。
　また、売上高割使用料収入も、本市場は沖合漁業の流通拠点である産地市場の優位性から、取扱数量に多少の増減があるも
のの、過去の実績と同水準を維持できるものと見込んでいる。

　開設から40年を経過しているが、定期保守点検、早期の修繕などによる施設設備の適正な管理を行うことにより、現有の施設設
備の活用を図るとともに、開設当時からは、取扱高や操業船が減少しており、「小樽市公共施設長寿命化計画」に併せて施設設備
の集約にも取り組んでいく必要がある。

　市場管理事務所において職員 3 人（うち ２人は会計年度任用職員）の体制で管理運営業務を行っているが、施設の大規模改修
に併せて、指定管理者制度の導入に取り組んでいく必要がある。

小樽市漁業協同組合
旧製氷工場

検量

施設

小樽市漁業協同組
合

製氷工場

付加価値
施設 排水処理

施設

卸　売　場管理棟

Ｎ

上　　屋

小樽機船漁業協同組合
高島冷凍工場

小樽機船漁業協同組合
製　　氷　　工　　場

海

ポンプ室
スクリーンクリート室

12,969 12,969 12,969 12,969 12,969 12,969 12,969 12,969 12,969 12,969

3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900 3,900

令和３ 年度 令和４ 年度 令和５ 年度 令和６ 年度 令和７ 年度 令和８ 年度 令和９ 年度 令和１ ０ 年度 令和１ １ 年度 令和１ ２ 年度

使用料収入の見通し

施設使用料 売上高使用料

（ 千円 ）



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

①　収支計画のうち投資についての説明

　計画的な施設の修繕を行うことにより、経費の平準化に努めるとともに、資本的経費の抑制を図る。

他会計補助金比率　20％以内

　使用料収入は、横ばいに推移すると見込んでおり、今後も、一般会計からの繰り入れを要するが、繰出基準範囲内での繰り入れ
により、事業を運営する。

　当水産市場は、安全・安心な水産物の流通拠点の産地市場として、集荷、選別、決済等の重要な役割のほか、水産物の適正な
価格形成と、生産者の販路を確保するといった機能を有し、市民生活の安定、また、地域経済に重要な役割を果たしていることか
ら、今後も社会構造、経済情勢の変化に的確に対応するとともに、使用料収入等を基本財源とした企業経営の観点から、コストダ
ウンと収入増加の推進など収支改善を図りながら、その機能を十分に発揮できるよう運営に努める。
　一方で、開設から40年が経過し、施設・設備の老朽化が目立つようになっていることから、今後は、「小樽市公共施設長寿命化計
画」の中で、相当の更新投資額が見込まれる大規模改修の時期等を判断する必要があるが、当面は市場の機能維持のための改
修等を進めながら、当市場の将来的展望を見定め、地域の流通ニーズに即した効果的な投資を検討する。

地方債残高　／　令和元年度末 ： 2,121千円　→　令和４年度末 ： 0千円



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料

投 資 の 平 準 化

広 域 化

そ の 他 の 取 組

使 用 料

企 業 債

民 間 活 用

―

―

　卸売業者の経営状況を考慮すると、使用料の改定は難しいものと考える。

―

　経費節減に努めるとともに、収益により費用を賄うという公営企業の観点から、施設の大規模改修
時には、他会計に依存しない経営基盤を構築していく必要がある。

―

―

―

―

―

―

　指定管理者制度やPFIなどの民間活力の導入について検討する。

―



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

公営企業として実施す
る

必 要 性

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　公設水産地方卸売市場として、価格形成・品質に対する市民・関係者の信頼性や大規模災害時
の食材備蓄・供給基地としての役割がある。

　食品流通の中で果たしてきた集荷・分荷、価格形成、代金決裁などの調整機能は重要である。ま
た、沖合漁業の漁獲物の大部分は加工原料として使用されていることから、開設当時より水産加工
業の盛んな本市の地域経済に重要な役割を果たしていると認識しており、当面は公営企業の形態
で事業を継続しながら、今後のあり方を検討する。

　毎年度検証を行い、卸売市場を取り巻く環境の変化などを踏まえ適宜修正を行うとともに、当市場
施設を含めた「小樽市公共施設長寿命化計画」に併せて、施設規模の見直しを図るため、経営戦略
の改定を行う。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 31,996 35,336 34,590 37,210 37,320 36,498 36,608 36,498 36,608 36,498 36,608 36,498 36,608

（１） (B) 16,738 16,016 15,364 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508

ア 16,738 16,016 15,364 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508

イ (C)

ウ

（２） 15,258 19,320 19,226 21,702 21,812 20,990 21,100 20,990 21,100 20,990 21,100 20,990 21,100

ア 2,776 6,986 5,449 7,459 7,569 6,747 6,857 6,747 6,857 6,747 6,857 6,747 6,857

イ 12,482 12,334 13,777 14,243 14,243 14,243 14,243 14,243 14,243 14,243 14,243 14,243 14,243

２ (D) 31,297 34,635 33,885 36,503 36,610 36,498 36,608 36,498 36,608 36,498 36,608 36,498 36,608

（１） 30,715 33,887 33,525 35,646 35,756 35,646 35,756 35,646 35,756 35,646 35,756 35,646 35,756

ア 7,290 8,010 8,088 9,541 9,541 9,541 9,541 9,541 9,541 9,541 9,541 9,541 9,541

イ 23,425 25,877 25,437 26,105 26,215 26,105 26,215 26,105 26,215 26,105 26,215 26,105 26,215

（２） 582 748 360 857 854 852 852 852 852 852 852 852 852

ア 13 11 8 5 2 0 0 0 0 0 0 0 0

イ 569 737 352 852 852 852 852 852 852 852 852 852 852

３ (E) 699 701 705 707 710 0 0 0 0 0 0 0 0

1 (F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 699 701 705 707 710 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）

（２） (H) 699 701 705 707 710 0 0 0 0 0 0 0 0

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 699 △ 701 △ 705 △ 707 △ 710 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

Ｒ１２

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度
Ｒ２
予算

Ｒ３ Ｒ４

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

Ｒ１０Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１１

営 業 外 費 用

支 払 利 息

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

Ｒ１２
本年度

Ｒ２
予算

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ１０Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１１Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

(J) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K)

(L)

(M)

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 16,738 16,016 15,364 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（T) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(U)

(V) 16,738 16,016 15,364 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508 15,508

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(W) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(X) 2,822 2,121 1,417 710 0 0 0 0 0 0 0 0 0

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2,776 6,986 5,449 7,459 7,569 6,747 6,857 6,747 6,857 6,747 6,857 6,747 6,857

2,776 6,986 5,449 7,459 7,569 6,747 6,857 6,747 6,857 6,747 6,857 6,747 6,857

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2,776 6,986 5,449 7,459 7,569 6,747 6,857 6,747 6,857 6,747 6,857 6,747 6,857

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

う ち 基 準 外 繰 入 金

地 方 債 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

前年度からの繰越金

合 計

収 益 的 収 支 分

本年度

0 0 0

100 100 100

00

100 100 100100

00 0
地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R) 0 0 0 0 0

100 100 100収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 100 100

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

赤 字 比 率 （ ×100 ） 0 0

100

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金


